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Financial Highlights
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富士写真フイルム株式会社及び連結子会社
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3月31日に終了した事業年度

2003 2002 2001 2003

（単位：百万円、1株当たり金額を除く） （単位：千米ドル、
1株当たり
金額を除く）
（注1）

売上高 ¥2,505,703 ¥2,401,144 ¥1,383,369 $20,880,858

営業利益 160,277 168,682 149,732 1,335,642

税引前利益 120,513 159,549 199,661 1,004,275

当期純利益 48,579 81,331 117,900 404,825

1株当たり金額（円/米ドル）：
当期純利益（注2） ¥ 94.51 ¥ 158.05 ¥ 229.11 $ 0.79
配当金 25.00 25.00 22.50 0.21

研究開発費 ¥ 159,119 ¥ 146,881 ¥ 79,144 $ 1,325,992

設備投資額 127,319 155,525 118,786 1,060,992

減価償却費（注3） 126,695 121,777 82,063 1,055,792

総資産 2,958,317 2,946,362 2,830,313 24,652,642

株主資本 1,680,611 1,698,063 1,624,856 14,005,092

従業員数 72,633 72,569 70,722

注記：1．表示されている米ドル金額は、便宜上、2003年3月31日の為替レートである1米ドル＝120円で日本円から換算されたものです。
2．1株当たりの当期純利益は、各年度の加重平均発行済株式数に基づいて計算しています。
3．減価償却費は、無形固定資産の償却費及びドキュメントソリューション部門のレンタル機器の減価償却費を除いております。
4．2001年3月末、当社は、富士ゼロックス（株）の発行済株式総数の25%を追加取得し、当社の持分比率は75%となりました。その結果、同社は当社の連結子会社となりました。
2001年3月期の当社グループの財務諸表では、富士ゼロックスは連結貸借対照表では直接連結され、連結損益計算書では保有率50％で持分法により会計処理されていました。
2002年3月期から、富士ゼロックスの経営成績は、連結損益計算書においても、直接連結としています。

Financial Highlights
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経営陣からのメッセージ

F U J I  P H O T O  F I L M  C O . ,  L T D .

当期における日本経済は、株価の低迷、

デフレの進行などが個人消費と民間設

備投資を下押しし、景気回復の展望が見

えないまま厳しい状況で推移いたしまし

た。海外におきましては、米国経済は、

前半は比較的堅調に推移いたしました

が、大型企業の倒産などを契機に、後半

は企業景況感が悪化し、景気の先行きに

懸念が高まっています。欧州経済は、

ユーロ圏で前半には回復の兆しが見え

ましたが、後半から景気持ち直しの動き

が弱まっております。アジア諸国の経済

は、中国では堅調に推移いたしましたが、

その他の国々では全体として緩やかな景

気回復傾向を示すにとどまりました。

このような状況下、富士フイルムは、

イメージング、インフォメーション、ドキュ

メントの各分野において、デジタル・ネッ

トワーク技術を活用したトータルソリュー

ションの提供等、積極的な事業展開に努

めました。具体的には、新技術を搭載し

たデジタルカメラの新製品の発売、豊富

なデジタルイメージングサービスを提供

できるデジタルミニラボ「フロンティア」

の拡販、液晶ディスプレイ用部材の生産

能力の増強、複写機器事業における新技

術を採用したデジタルカラー複合機の

拡販等、事業領域の強化・拡大に努めま

した。

左より取締役会長 大西實、代表取締役社長・CEO 古森重C
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業績概況

当期（平成14年4月1日～平成15年3

月31日）の連結売上高は、デジタルカメ

ラ、デジタルミニラボをはじめとしたデ

ジタル関連製品の販売が好調に推移し、

対前期4 .4％増の2兆5 ,057億円

（20,881百万米ドル）となりました。国

内売上高は対前期1.9％減の1兆3,301

億円（11,084百万米ドル）、海外売上高

は対前期12.4％増の1兆1,756億円

（9,797百万米ドル）と増加いたしまし

た。 利益につきましては、さらなるコス

トダウンや経費抑制に努めましたが、平

成15年3月に、当社および一部の国内

連結子会社において厚生年金基金を解

散したことに伴う損として231億円を計

上したため、営業利益は対前期5.0％減

の1,602億円（1,336百万米ドル）とな

りました。さらに、為替変動により外貨

建債権の為替決済差額等で前期比

△154億円や日本の株式市場低迷等によ

り有価証券の評価損で前期比△94億円

などの営業外費用が発生したこと、加え

て前期には有価証券交換益として90億

円を計上したことから、税引前利益は対

前期24.5％減少し1,205億円（1,004

百万米ドル）となりました。当期純利益

につきましては、日本で平成16年度より

法人事業税に関する新税制（外形標準課

税）が導入されるのに伴い、当期に繰延

税金資産の評価を見直し、法人税等が増

加したことなどにより、対前期40.3％

減の485億円（405百万米ドル）となり

ました。1株当たり当期純利益は94円

51銭（0.79米ドル）となりました。

当期の1株当たり配当金につきまして

は、25円（0.21米ドル）とさせていただ

きました。

デジタルイメージング技術

デジタルカメラやカメラ付き携帯電話

がその技術の進化に伴い急速に普及し、

同時に通信技術も高速化・大容量化を遂

げるなど、デジタルイメージング関連の

事業領域は進化・拡大しております。当

社は映像情報におけるデジタル化に対

し、銀塩写真で培ってきた“イメージング

技術”に“エレクトロニクス技術”を大き

く付加した“ハイブリッドイメージング”

戦略のもと、研究開発に積極的に取り組

み、デジタルイメージングの中核と

なるCCD固体撮像素子「スーパーCCD

ハニカム」やデジタル画像処理ソフト

ウエア「Image Intelligence™」など、

独自のデバイス・ソフトウエアを開発して

まいりました。さらに、当期においては、

「スーパーCCDハニカム」をさらに進化

させた画期的なCCD固体撮像素子「第4

世代スーパーCCDハニカム」を開発い

たしました。これらに代表される当社独

自の先進的なデジタルイメージング技術

は、一般写真分野のデジタルミニラボや

デジタルカメラ、医療画像診断分野のデ

ジタルX線画像診断システム、さらに印

刷システム分野の印刷用スキャナー等、

さまざまな製品に搭載され、高画質な画

像を提供し続けています。また、ドキュ

メントソリューション分野においても、

紙の上にある情報と電子情報とをネット

ワークを通じて一元的に管理するイメージ

ハンドリング技術や、デジタル出版時代

に対応するため、オフセット印刷の品質

に匹敵する高速カラープリンター用画像

処理技術を開発し、オフィス業務に新た

な価値を提供しています。

富士フイルムは、デジタルイメージン

グ時代においても、これら先進のテクノ

ロジーをベースにさらなる高画質な画

像を実現し、“イメージングの楽しさ・便

利さ・美しさ”の提供を通じて、拡大を続

けるデジタルイメージング市場をリード

してまいります。

経営基盤の強化

世界各地で技術革新、経済環境の変化

が起こり、当社を取り巻く環境は絶えず

変化しております。富士フイルムでは、

グループのさらなる成長に向け、中期連

結経営計画を設定し、経営基盤の強化に

努めております。

海外展開につきましては、北米、欧州、

そして中国と、世界各地に拠点を築き、

生産・販売・サービスの強力なネットワー

クづくりを進めておりますが、EU経済圏

注：Image Intelligence™は富士写真フイルム（株）の商標です。
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が拡大する欧州においては、新たにポー

ランド、チェコ、スロバキア、イタリアに

販売会社を設立したほか、米国では、印

刷機材販売会社「Enovation Graphic

Systems, Inc.」において販売網の拡充

に努めております。また、ドキュメントソ

リューション分野では、高い成長が期待

できる中国市場で戦略的に事業展開す

るため、アジア・オセアニア地域の事業

統括機能を上海に設置するなど、グロー

バルに事業体制を強化しております。

一方、国内では、フィルムカメラ事業

で、オプトメカトロニクス技術を活かし

た新製品をスピーディーに開発するべ

く、製造・販売機能を「富士写真光機（株）」

に統合したほか、印刷システム事業では、

業界でのデジタル化をリードし、お客様

のニーズに迅速に対応するため、平成

15年4月には、主要販売特約店「プロセ

ス資材（株）」を連結子会社とするととも

に、営業・販売機能を統合し、「富士フイ

ルムグラフィックシステムズ（株）」としてス

タートさせました。ドキュメント ソリュー

ション部門の情報機器分野においても、

機動的な事業展開を図るべく、オフィス

向けレーザープリンタ－の開発・製造・

販売機能を分離・独立して、新たに「富士

ゼロックスプリンティングシステムズ（株）」

を設立いたしました。

今後とも、それぞれの事業において、

機能・サービスを強化すると同時に、組

織の効率化を図り、富士フイルムグルー

プのさらなる発展を目指してまいります。

"持続可能な発展"を目指して

当社は創立以来、「環境配慮・環境保全」

は企業活動の基盤をなすという理念のも

と、環境施策に積極的に取り組んでおり

ます。当期においては、平成14年4月に

制定した中期環境方針「富士フイルムグ

ループ グリーン・ポリシー」に基づき、従

来に増して幅広い範囲で重点実施事項を

定め、製品・サービス・企業活動におけ

る高い“環境品質”の実現による顧客満

足の達成を目指して活動してまいりまし

た。引き続き、地球や人類の持続可能な

発展を目指し、富士フイルムグループを

あげて取り組んでまいります。

また、コンプライアンス経営につきま

しては、当社の企業活動の基本的な考え

方を「富士フイルムグループ企業行動憲

章」にまとめ、これに基づいてグループ

各社がそれぞれ社員の行動基準を「社員

行動規範」として制定し、その実践に努

めております。企業活動を行うにあたっ

ては、企業および社員一人ひとりが高い

倫理観、良識を持って行動し、社会から

のさらなる信頼と共感の獲得に努めて

まいります。

富士フイルムを支援して下さる皆様へ

国内外の経営環境は予断を許しませ

んが、富士フイルムグループの持つ技術

力・営業力・財務力等のあらゆる経営資

源を結集して、社会・経済の急速な変化

に即応し、他に先行した新たなサービ

ス・ソリューション・ビジネスモデルの開

発・導入およびワールドワイドな事業展

開を、積極的かつスピーディーに実現し

てまいる所存です。また、日々グループ

内のリストラクチャリング、コストダウン

を進め、一層の効率的な経営に向けて変

革に取り組んでまいります。

最後に株主、ユーザー、ビジネスパー

トナーの皆様に御礼申し上げますととも

に、今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を

賜りますよう、お願い申し上げます。

2003年8月

取締役会長

代表取締役社長・CEO
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写真／吉村和敏：ニュージーランド、ロトルア　フジクローム ベルビア100F使用
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「第四世代スーパーCCDハニカム」誕生

「スーパーCCDハニカム」は、1999年

の開発以来、デジタルカメラの画質向上

に向け、世代ごとに新技術を投入。着実

に進化を遂げてきました。

2003年1月には、一層の高精細・広ダ

イナミックレンジを実現する「第四世代

スーパーCCDハニカム」を発表し、それ

を搭載したデジタルカメラも3月より発

売しました。第四世代スーパーCCDハニ

カムでは、その技術に基づき「スーパー

CCDハニカムHR」と「スーパーCCDハニ

カムSR」という2種類のCCDを開発しま

した。

「スーパーCCDハニカムHR」では、高

度な微細化技術により多画素化を実現

し、1/1.7型CCDで世界初の総画素数

663万を達成。さらに、1画素の面積が

半分でありながら、第三世代とほぼ同等

の感度を維持しました。

また、「スーパーCCDハニカムSR」で

は、銀塩フィルムのメカニズムを応用し、

広いダイナミックレンジを実現しました。

銀塩フィルムは、面積が広く感度が高い

ハロゲン化銀粒子の高感度層と、微粒子

のため感度が低く光量の多い時に感光す

る粒子の低感度層から構成されていま

す。「スーパーCCDハニカムSR」は、感度

の高い“S画素”とダイナミックレンジが広

い“R画素”の信号を最適に画像処理する

ことで、明るい部分から暗い部分まで広

い範囲にわたり、なめらかな描写を可能

にしました。

「スーパーCCDハニカム」は、基本構造

レベルから、まったく新しいコンセプト

で開発されたＣＣＤイメージセンサーで

す。画素の形を、従来の四角形から八角

形にして、それをハニカム状に配列する

ことで、それまで困難だった高感度、広

いダイナミックレンジ、高S/Nと高解像

度を高い次元で実現させました。これに

より、いままでのデジタルカメラでは実

現できなかった高感度化による撮影領域

の広さや使いやすさなど、トータルなク

オリティ向上を実現しています。

近年、デジタルイメージングの技術と市場はドラスティックな変貌を遂げています。富士フイルムは、このような時代変化の方向

を予測して、来るべきデジタルイメージング時代に向けた技術開発に全力をあげて取り組み、デジタルイメージングの中核となる

CCD固体撮像素子「スーパーCCDハニカム」やデジタル画像処理ソフトウエア「Image IntelligenceTM」など、独自のデバイス・ソフ

トウエアを開発してきました。富士フイルムの先進テクノロジーと経験、ノウハウを凝縮したこれら技術は、当社のさまざまな機器に

搭載され、高画質で最適な画像を提供しています。

さらなる進化を遂げる

従来型CCD スーパーCCDハニカム

従来型CCDとスーパーCCDハニカムの構造の違い

FinePix F601FinePix 6800ZFinePix 4700Z

1/1.7型のスーパーCCDハニカムSR
を搭載

人間の視覚の特徴に合わせて、フォトダイオードを45度

回転させてハニカム配列させ、形を面積の大きい八角形

にしたCCDと独自の信号処理を実現。解像度・感度・ダ

イナミックレンジ・S/N等をバランスよく向上させ、高画

質化を実現しました。

第一世代（1999年） 第二世代（2001年） 第三世代（2002年） 第四世代（2003年）

1/2.7型のスーパーCCDハニカム
HRを搭載

CCDと信号処理LSIとの組み合わ

せで、ISO1600までの高感度撮

影とVGAサイズ（640×480ピク

セル）毎秒15フレームの高感度・

高品位動画撮影を実現しました。

さらなる多画素化とノイズ低

減により、こまやかな表現力

とバランスの良い高画質を達

成しました。

FinePix F700FinePix F410
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「スーパーＣＣＤハニカム」があらゆる分野で高画質画像を提供
「スーパーCCDハニカム」は、デジタルカメラだけではなく、一般写真分野でのカメラ付き携帯電話をはじめ、医療画像分野、サイエンス

システム分野などで、さまざまな機器に搭載され、それぞれの分野で画像ニーズに的確に応える高画質画像を実現しています。

カメラ付き携帯電話もデジタルカメラ

感覚で

カメラ付き携帯電話ドコモムーバD505i

では、高感度・高速応答で、SXGAサイズ

960×1,280（約123万画素）の撮影が可

能な有効画素数約63万画素の「スーパー

CCDハニカム」が搭載されており、暗い所

や、遠くの人物・風景もより美しく撮影でき

るなど、デジタルカメラとしても実用的なス

ペックを実現しました。また、中判カメラ用

デジタルカメラバックとして、37mm×

52mmの大型「スーパーCCDハニカム」を

開発。有効画素数約2,068万画素、最大記

録画素数5,408×7,648（約4,140万画

素）という超高精細描写機能は、プロ写真家

の超高画質画像へのニーズに十分お応えで

きるものと確信しています。デジタルミニラ

ボ「フロンティア330」においても「スーパー

CCDハニカム（エリアタイプ）」を採用。フィ

ルムからの画像情報取り込み部に搭載され、

超高画質プリントの一端を担っています。

高精細画像で検査・処置をパワフルに

サポート

医療画像分野では、「富士写真光機（株）」

が開発した最先端の電子内視鏡「FTS400」

システム用に、有効画素数約63万画素、記

録画素数1,280x960（約123万画素）の

「スーパーCCDハニカム」を搭載した新型ス

コープが誕生。電子内視鏡

では、30コマ／1秒の動画

で、高感度・高解像度撮影

を実現、微細な病変まで鮮

やかに描出でき、早期発

見・早期治療をサポートし

ます。

最先端のバイオ研究に貢献

サイエンスシステム分野では、DNA・た

んぱく質の高感度検出など、バイオ研究に

使用する「ルミノ・イメージアナライザー

LAS-3000」の冷却CCDカメラシス

テムに、有効画素数約320万画素、記録画

素数3,072x2,048（約630万画素）の

「スーパーCCDハニカム」を採用。感度も画

質も大幅に向上させるとともに、微弱光検

出を可能にし、化学発光法だけでなく、蛍光

法にも対応しました。大学、官公庁、薬品

メーカーなどの最先端のバイオ研究に貢献

しています

中判カメラ用デジタルカメラ
バック
GX680にカメラバックを
取りつけた状態

カメラバック本体
（CCD面から見たところ）

カメラ付き携帯電話向けスーパーCCDハニカム
写真のスケールの単位は1ミリ

電子内視鏡
「FTS400」システム

スーパーCCDハニカムを
搭載したスコープの先端

ルミノ・イメージアナライザー
LAS-3000

ほこりの発生しない
特殊ユニフォームで
体表面を覆う。

富士フイルムマイクロデバイス（株）（宮城県）

ウオルター・コソノキー賞を受賞

当社と「富士フイルムマイクロデバイス（株）」の技術者11人による「スーパーCCDハニカム」に関す

る論文が、2001年度の米国電気電子技術者協会（IEEE）ワークショップにおいて、

ウオルター・コソノキー賞を受賞しました。この賞はCCDイメージセンサーの発明者

である故コソノキー氏を記念して、2年間に発表された固体撮像素子に関する最優秀

論文に隔年で贈られるもので、日本人では初めての栄誉となりました。

最新鋭のクリーンルームとCCD製造工程

「スーパーCCDハニカム」の高度なテクノロ

ジーを支えているのは、CCDイメージセン

サーの開発・生産拠点である、「富士フイルム

マイクロデバイス（株）」の高い製造技術にあ

ります。塵との戦いといわれる半導体製造の

中でも、とりわけCCDの製造にはクリーン

な環境を必要とする状況で、微細なフォトダ

イオード、転送路、電極を正確に形成するた

め、高い管理技術と加工技術により生産して

います。

一般写真分野 医療画像分野 サイエンスシステム分野



膨大な画像データベースと画像設計技

術がバックボーン

「Image Intelligence™」は、富士フイ

ルムが長年蓄積してきた膨大な画像

データベースをもとに、撮影時の意図や

状況を的確に判断し、最適な画像を生み

出す超・高画質デジタル画像処理ソフトウ

エアです。フィルムカメラからデジタルカ

メラ、カメラ付き携帯電話まで、撮影手段

が多様化し、カラーペーパー、プリンター、

液晶モニターと出力媒体も多様化する

今、どのような組み合わせであってもベス

トな画像を出力できることも「Image

Intelligence™」ならではの強みです。

これは一般写真から医療、印刷まで、画像

に関する分野の最先端で、常に高画質な

画像を提供してきた富士フイルムだけが

実現しうる技術といえます。

高度な解析技術と表現技術

「Image Intelligence™」の画像処理

技術は、“解析技術”と“表現技術”に大別で

きます。“解析技術”は、膨大な画像データ

ベースとコンピュータビジョン技術*1を

駆使して、撮影光源や露出量などに加え、

被写体そのものを自動解析し、その撮影

意図を推定します。“表現技術”では、その

解析データをもとに逆光補正など、人

物・顔色・服装・背景といったパーツごと

TM

デジタルイメージング市場をリードする

TM

オリジナル画像

画像処理した最適画像

解析データを画像

データベースと照

合し、最適な表現

方法を決定します。

顔認識技術で被写体の

顔を見つけだすととも

に、白またはグレーの

ポイントから部屋全体

の光源を推定。これら

より、光源はストロボを使っておらず、室内の明かりで逆

光であるという撮影状況を自動解析します。

解析技術（シーン解析アルゴリズム）

よりシャープに粒状性をコントロールホワイトバランスを調整

ドレスの白はよりクリアに、肌色は滑らかで健康的

に、ティアラなどのシャープネスを強調して、撮影時

の臨場感を再現します。

Imaging＆Information分野で蓄積した富士フイルムの画像処理技術のすべてを投入
〈超・高画質 デジタル画像処理ソフトウエア〉

に補正を加え、どのような出力媒体（カラー

ペーパー、印刷用紙、Ｘ線写真、液晶モニ

ター等）においても最適な画像になるよ

う変換します。

＊1 コンピュータビジョン技術とは、画像の中から被写
体の意味を判断する技術。シリコンバレーの拠点を
活用し、大学や研究機関との共同活動で得た顔認識
技術、オブジェクト理解技術などを導入しています。

顔の抽出
光源の推定

表現技術（画像表現アルゴリズム）

注：Image Intelligence™は富士写真フイルム（株）の商標です。
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ファジーオートセットアップ技術 
（Lanovia Quattro）

EDR: Exposure Data Recognizer
自動感度補正技術 

（FCR）

DRC: Dynamic Range Control
ダイナミックレンジ圧縮処理技術 

（FCR）

Red-Eye Elimination
赤目検出及び自動補正技術 

（フロンティア） 

HyperSharpness
写真用粒状抑制シャープネス技術 

（フロンティア） 

高精度顔抽出技術を入れた自動調整技術 
（フロンティア） 

HyperTone
写真用ダイナミックレンジ圧縮技術 

（フロンティア） 

Hyper Accs

ACCS: 
Advanced Computerized

Color Scanner
濃度・色の自動調整技術 

（ミニラボ） 

モニタープリント色 
マッピング技術 
（ピクトロ） 

sRGB-Print
色マッチング技術 
（FDiサービス） 

Co-Re SCREENING
高解像網点技術 
（Luxel CTP） 

FFCMS:Fujifilm color 
management system
プルーフと印刷を 
高精度色マッチング 
ピクトロプルーフ 
スピードプルーフ 
ファイナルプルーフ 

 

（ ） 

PEM: Pattern Enhancement 
for Mammography

乳房用パターン強調処理技術 
（FCR） 

MFP: Multi-objective 
Frequency Processing
マルチ周波数処理技術 

（FCR） 

CAD: computer 
aided detection
コンピューター 
診断支援技術 
（FCR） 

TM

画像変換ソフトウエア
「pixabase2」
さまざまなシーンで撮影され
たカメラ付き携帯電話の画像
を、より見やすく美しい画像
に変換しています。

一般写真分野

医療画像分野

印刷システム分野

RGBによる表現 CMYKによる表現

写した画像をイメージどおりの写真へ

一般写真分野では、顔の濃度や色が重要

なポイントです。従来は色の濃い写真の場

合、オペレーターが調整して仕上げていた

ものを、「Image Intelligence™」搭載のデ

ジタルミニラボ「フロンティア」では、ソフト

ウエアが画像の状態を見て、自動的にどれぐ

らいの濃度にするか、どういう色にするかを

解析・判断します。シーンに合った最適な補

正を施し、どの店でプリントしても同じきれ

いなプリントに仕上げます。

カメラ付き携帯電話の分野においても、

NTTドコモ社の「i-shot」サービスに採用さ

れた画像変換ソフトウエア「pixabase 2」に

「Image Intelligence™」を搭載し、小さな

画面でもより見やすく美しい画像に変換し

ています。

カラーマネジメントシステムで、より

高度な色再現を

商業印刷においては、CTP（Computer-

To-Plate）が普及するなど、全てのデジタル

ワークフローがデジタル化されるなか、

より高度な色再現が重要なポイントとなっ

ています。印刷物はシアン・マゼンタ・イエ

ロー・ブラックの網点で表現しますが、これ

ら 印 刷 物 に お い て も 、「 I m a g e

Intelligence™」では、より写真ライクで高

品質な画づくりを実現するため、デジタル

カメラやスキャナーのRGB*3画像のシーン

解析を行い、CMYK*4変換処理し、印刷物で

の最適な色再現を可能にします。また、印刷

診断技術と高度なカラーマッチング技術を

組み合わせて、画像入

力から印刷まで一貫

した色基準づくりや色

管理をサポートしてい

ます。

1枚のX線写真から多くの診断情報を

医療画像では、1枚のX線写真に含まれる

多くの診断情報を大切にし、それを視覚的

に検出できるようにすることが重要なポイ

ントとなります。当社が世界に先駆けて発売

したデジタルX線画像診断システム「FCR

（Fuji Computed Radiography）」において

は、「Image Intelligence™」により、撮影さ

れたX線画像を解析し、その結果に基づき、

画像の濃度やコントラストが最適になるよ

うに自動調整したり、見えにくい部分の情報

を明瞭に表現することができます。これらの

技術により、診断精度の向上や診療の効率

化等が実現できます。また、「Image

Intelligence™」の画像処理技術を活用し、

マンモグラフィー*2診断分野において、X線

写真から乳がんと疑わしい部分

を自動的に検出し、医師に知ら

せるシステムの開発を進めてい

ます。

＊2 マンモグラフィーとは、乳房の
エックス線撮影のこと

TM

Image IntelligenceTMが、フィールドを超えて活躍

デジタルミニラボ
「Frontier 340E」

スキャナー「Lanovia Quattro」

デジタルX線画像
診断システム
「FCR XG-1」

＊3 RGBとは、光の3原色であるレッド、グリーン、
ブルーの3色のこと。カラーテレビは、この3色で
表現されています。

＊4 CMYKとは、色の3原色であるシアン、マゼンタ、
イエローにブラックを加えた4色のこと。カラー印
刷物は、この4色で表現されています。テレビはそ
れぞれの光の明るさを調整して色再現するのに対
して、カラー印刷は小さな点（網点）の大きさを変
えて濃度を調整しています。

一般写真分野 医療画像分野 印刷システム分野
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カラーフィルム

カラーフィルム分野では、オフィシャル

スポンサーとなった2002FIFAワールド

カップ™の開催に合わせ、世界各地でキャ

ンペーンを展開し、フィルム需要の拡大を

図りました。

カラーネガフィルムでは、さらなる粒状

性と高感度を実現した新｢フジカラー

SUPERIA Venus｣シリーズ（ISO400/

800/1600）を発表しました。

レンズ付きフィルムでは、“いつでも、ど

こでも、誰にでも簡単に写真が楽しめる”

をコンセプトに生まれたフジカラー｢写ル

ンです｣が、1986年の発売以来世界中で

大好評をいただき、世界累計出荷本数10

億本を達成*1しました。今後も、市場ニー

ズを的確に捉えたモデルをタイムリーに発

売していきます。

映画用フィルムでは、映画用カラーフィ

ルムとして世界で初めて｢第4の感色層｣を

搭載したカラーネガフィルム｢REALA

500D｣が、競合他社との差別化製品とし

て販売に大きく寄与しています。

＊1 富士フイルムグループによるレンズ付きフィルムの
累計出荷本数。2002年11月現在

フィルムカメラ

コンパクトカメラでは、世界最小･最軽

量*2ながら、広角28mmからの最高倍率

4.6倍*3を実現した35mmカメラ｢Silvi

1300｣、および超広角24mmかつ明るい

F2.8レンズを搭載した35mmカメラ

｢Silvi F2.8｣がご好評をいただいておりま

す。さらに、アクセサリー感覚の新APS

カメラ｢nexia Q1｣が、引き続き全世界で

大きく販売台数を伸ばしました。

また、中判カメラでは、ハッセルブラッド

社と共同開発した6×4.5判レンズ交換式

AF一眼レフカメラ｢GX645AF プロフェッ

ショナル｣を日本において新発売しました。

富士フイルムは、フィルムカメラ事業の

一層の強化を図るべく、2003年1月より、

当社の販売機能と｢富士写真光機（株）｣の

製造機能を統合しました。｢富士写真光機

（株）｣が製販一体化体制で国内外のマーケ

ティングを行うことで、今後、より魅力ある

新製品の開発をスピーディーに実現してい

きます。

一方、インスタントカメラでは、カードサ

イズ写真で人気のinstax mini シリーズ

に、多機能スタイリッシュモデル｢instax

mini 30『チェキi』｣、および小型・軽量の高

機能モデル｢instax mini 55『チェキ☆』｣

を追加し、ラインアップを充実させました。

“撮ったその場で楽しめる”インスタント写真

の魅力を訴求しています。

＊2 35mm4倍ズームコンパクトカメラ比較
2002年7月1日現在

＊3 35mmズームコンパクトカメラ比較
2002年7月1日現在

デジタルカメラ

急速に普及が進むデジタルカメラでは、

｢スーパーCCDハニカムⅢ｣を搭載し、高感

度・高画質撮影が可能な｢FinePix F401｣

の販売が国内を中心に大変好調に推移する

とともに、欧米においては、｢xDピクチャー

カード™｣の採用でさらなる小型・軽量化を

実現した｢FinePix A303｣等の販売が堅調

に推移し、シェア向上に寄与しました。

2003年3月には、高度な微細化技術に

よる多画素化を達成した｢スーパーCCDハ

ニカムⅣ HR｣搭載のコンパクトモデル

｢FinePix F410｣を発売すると同時に、広

いダイナミックレンジで限りなく銀塩フィル

ムに近い写真表現を可能にした｢スーパー

Imaging Solutions

イメージング ソリューション部門
売上高の構成比（全体100％）

33.2%

’01 ’02 ’03
売上高
(億円)

7,433

7,846

8,310

SUPERIA Venus 800

イメージング ソリューション部門は、カラーフィルム、フィルムカメラ、デジタルカメラ、フォトフィニッシング機器および

現像プリント用のカラーペーパー・薬品・サービス等から構成されています。

当期の売上高は、デジタルカメラが北米や欧州を中心に大きく販売を伸ばしたこと等により、8,310億円（前期比5.9%

増）となりました。
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CCDハニカムⅣ SR｣搭載のハイスペック

モデル｢FinePix F700｣を発表し、強力な

ラインアップを展開しました。

また、今後大きな成長が期待できるカメ

ラ付き携帯電話向けCCD分野において、

携帯電話機メーカーへ｢スーパーCCDハニ

カム｣の供給を開始しました。これまでに

ない高画質・高感度の画像を撮影できると

好評を得ています。

富士フイルムは今後とも、激しい競合

状況が続くデジタルカメラ分野において、

グループ内での独自キーデバイスの開発生

産体制を強化するとともにコスト競争力の

向上に努め、｢FinePix｣ブランドの強化を

図っていきます。

フォトフィニッシング機器および現像
プリント用のカラーペーパー・薬品・
サービス等

ミニラボ市場では、デジタル機の導入が急

拡大していますが、当社デジタルミニラボ

｢フロンティア｣シリーズは、当社独自の超

高画質デジタル画像処理ソフトウエア

｢Image Intelligence™｣による超高画質

と豊富なデジタルイメージングサービス

メニューの充実により大変ご好評いただい

ており、全世界で堅調に販売を伸長してい

ます。2002年末には、高処理能力・簡単操

作の新コンパクトモデル｢フロンティア

340E｣を投入し、ラインアップをさらに強

化。引き続き、デジタルミニラボ市場にお

けるリーディング・ポジションを確保してい

きます。

デジタルカメラやカメラ付き携帯電話の

急速な普及により、デジタルカメラプリント

の市場は大きく拡大しています。このよう

な状況下、富士フイルムは、デジタルミニ

ラボ｢フロンティア｣や｢プリンピックス｣

デジタルプリントシステムの導入推進によ

るデジタルプリントサービスのインフラ整

備に努めると同時に、デジタルカメラやイ

ンターネットからの写真プリントを実際に

体験していただくキャンペーンを日本で継

続的に実施するなど、写真プリント需要の

さらなる拡大を図っています。

Frontier 340EFinePix A310

FinePix F410

写ルンです Night & Day
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印刷用システム機材

印刷業界におけるデジタル化が進むな

か、富士フイルムは、CTP（Computer-

To-Plate）システム等のデジタル製品の拡

販に努めました。

エレクトロニック・イメージングシステム

機器では、Violetレーザー露光方式の高速

デジタルプレートセッター｢Luxel V-

9600 CTP｣を欧米で発売するとともに、

B1サイズ 高速デジタルカラープルーファー

｢Luxel SPEEDPROOF 9000｣を日本

において発売し、ラインアップの充実を

図りました。

富士フイルムは、日本市場において迅速

かつ効率的な事業展開を図るべく、2003

年4月に、当社の営業部門と主要販売特約

店である｢プロセス資材（株）｣の販売機能を

一体化し、連結子会社｢富士フイルムグラ

フィックシステムズ（株）｣として新たにスター

トさせました。

また生産面では、米国生産子会社｢Fuji

Photo Film, Inc.｣において印刷用CTPプ

レートの生産工場を新設する計画を発表し

ました。近年急速に増大している北米印刷

市場のCTP化の流れに的確に応えるべく、

2004年末の完成に向けて建設を進めてい

きます。

医療診断用システム機材

医療診断用システム機材では、医療現場

のデジタル・ネットワーク化の進展により、

需要を大きく拡大しているエレクトロニッ

ク・イメージングシステム機器やドライ画像

記録用フィルムを中心に、順調に販売伸長

しました。

デジタルX線画像診断システム分野では、

日本においては、大型機から小型機まで豊

富なラインアップを有する｢FCR｣の販売

が、引き続き好調に推移しました。欧米に

おいても、新世代医療用画像情報システム

｢SYNAPSE｣の導入の進展とともに、

｢FCR｣等デジタル機器の販売も伸びてお

り、シェアを大きく伸長しています。

イメージャーシステム分野では、ウェット方

式からの置き換え等を背景に、ドライ

イメージャー機器需要が堅調に推移していま

す。このような状況下、好評の｢DRYPIX｣

ドライレーザーイメージャー・シリーズに、

クラス最高レベルの高速大量処理・高画質

性能を備えた｢DRYPIX 7000｣を新たに

追加。大量使用先から少量使用先までの幅

広いニーズに応えるラインアップを整え、

さらなる拡販を図りました。

生産面では、2001年3月より、医療用

フィルムの現地生産を行っている米国生産

子会社｢Fuji Photo Film, Inc.｣において、

一貫生産工場が2003年3月に竣工しまし

た。これにより、北米市場において富士フ

イルムの高品質医療用フィルムを、よりタイ

ムリーに供給できる体制が整いました。

液晶ディスプレイ用部材

液晶ディスプレイ用部材では、液晶ディス

プレイ用視野角拡大フィルム｢WVフィルム｣

の販売が、パソコンモニター画面のCRT

（ブラウン管）からLCD（液晶ディスプレイ）

への置き換え需要やLCDパネルの大型化

を背景に、引き続き好調に推移しました。

液晶ディスプレイ用部材市場は、今後も高

い成長が見込めるため、供給能力の見直し

インフォメーション ソリューション部門は、印刷用・医療診断用・情報システム用の各種システム機材、液晶ディスプレイ用

部材及び記録メディア等から構成されています。

当期の売上高は、液晶ディスプレイ用部材が引き続き好調に推移したこと等により、7,243億円（前期比5.7%増）となり

ました。

Information Solutions

28.9%

インフォメーション ソリューション部門
売上高の構成比（全体100％）

’01 ’02 ’03
売上高
(億円)
売上高
(億円)

6,400

6,853

7,243

Luxel SPEEDPROOF 9000
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を行い、生産設備の新設および増設を進め

ています。生産子会社｢富士フイルムオプト

マテリアルズ（株）｣では、2003年3月に

｢フジタック｣の新工場が稼働しました。

記録メディア

データメディア分野では、高密度・大容量

データストレージ需要が拡がりを見せるな

か、ミッドレンジコンピュータバックアップ

テープの主力となった｢LTO Ultrium1*1｣

の拡販を推進するとともに、新製品として

｢LTO Ultrium 2｣｢Super DLTtape™Ⅰ*2｣

を市場投入し、ラインアップを強化しました。

引き続き、データメディア市場でのリーディ

ング・ポジションを確保していきます。

業務用ビデオ分野では、デジタルフォーマッ

トへの移行が加速するなか、｢MPEG IMX｣

｢HDCAM｣等デジタルフォーマットの拡販

に努めました。

民生用分野では、ビデオ用DVDレコー

ダーの本格的普及に伴い、大幅な需要の伸

びが期待できるDVD関連製品をはじめ、デ

ジタル製品のラインアップを充実し拡販に

努めました。

今後とも、富士フイルムは、超薄層メタ

ル塗布技術｢ATOMM｣や次世代技術

｢NANOCUBIC｣等の独自技術を活用し、

新規高容量記録システムの開発に協力し、

同システム用テープの拡販を積極的に進め

ていきます。

＊1 LTO及びUltriumは、Hewlett-Packard社、IBM
社及びCertance社の米国及びその他の国におけ
る登録商標です。

＊2 Super DLTtape™は、米国Quantum社の登録商
標です。

F U J I  P H O T O  F I L M  C O . , L T D

Super DLTtape™ ILTO Ultrium 2 DRYPIX 7000 FCR 5000MA plus

F U J I  P H O T O  F I L M  C O . ,  L T D .
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複写機器

国内の複写機市場は、カラー化が引き続

き活発な動きを見せ、旺盛な需要がありま

したが、白黒の従来型複写機や多機能機に

関しては需要が落ち込み、その結果、トータ

ルの出荷台数では若干のマイナス成長とな

りました。

複写機器事業では、国内は前期に発売し

たデジタルカラー複合機｢DocuCentre

C o l o r 4 0 0 C P / 3 2 0 C P ｣ に

｢DocuCentre Color 240CP｣をライン

アップに加え、カラー複写機販売量のシェア

トップの位置を維持しました。さらに、セブ

ンイレブン全店舗に設置されているデジタ

ルカラー複合機のネットワークプリント機能

を利用して、あらかじめ登録・格納された電

子文書を安全に高画質でプリントすること

を可能にするサービスを業界で初めて開始

し、新たな付加価値提供を推進しました。

海外売上高は、アジア･オセアニア地域お

よび欧米において｢DocuCentre Color｣

シリーズの販売を開始したことにより、

販売量は大幅に伸長しました。特に、中国

の海外関連会社においては、新しく開発し

た低価格デジタル機の導入などにより、販

売量を大きく伸ばすことができました。

情報機器

国内のレーザープリンター市場では、

カラーレーザープリンターの出荷台数は

復調して2桁成長に回復しましたが、白黒

レーザープリンターの出荷台数が I T投資

の抑制やカラー需要へのシフト等の影響も

あり大幅なマイナス成長となり、その結果、

全出荷台数は2年連続マイナス成長となり

ました。

レーザープリンター事業では、小型低価

格 の A 3 対 応レ ー ザ ープリン タ ー

｢DocuPrint 360/260｣が好調だったこ

とに加え、マイクロタンデムレーザーエン

ジンによりカラーもモノクロも高速の毎分

35枚の｢DocuPrint C3530｣を発売し、

ラインアップを強化しました。また、前年度

に日本電気（株）から取得したレーザープリ

ンター事業が本格化し、売上の増加に貢献

しました。さらに、富士通（株）からシステ

ム向けプリンター事業を取得したことによ

り、連続帳票紙対応の超高速プリンターを

初めてラインアップに加え、低速から高速

までのプリンター商品のフルラインアップ

を実現しました。

商品開発面の実績は、低消費電力で、リ

サイクル対応設計のレーザープリンター

｢DocuPrint 181/211｣が財団法人省エ

ネルギーセンターの主催する省エネ大賞

｢資源エネルギー庁長官賞｣を、ウォーム

アップ時間短縮とカラー高生産性を両立

した新定着方式のカラーデジタル複合機

｢DocuCentre Color 400CP/320CP｣

シリーズが、社団法人日本機械工業連合会

主催の優秀省エネルギー機器表彰において

｢資源エネルギー庁長官賞｣をそれぞれ受賞

しました。

このほか新しい事業分野として、中小規

模事業所向けにネットワーク環境の構築か

ら維持･運用までをサポートする｢beat｣

ドキュメント ソリューション部門は、連結子会社である富士ゼロックスによる事業であり、ドキュメントサービス用の

オフィス複写機、プリンター、ファクシミリ、消耗品等から構成されています。

当期の売上高は、国内におけるカラー複合機｢DocuCentre Color｣シリーズの販売増、また同シリーズのアジア・オセアニア地

域での販売および欧米への輸出が本格化したこと、さらに日本電気（株）、富士通（株）より取得したレーザープリンター事業の拡大

等により、9,504億円（前期比2.1%増）となりました。

Document Solutions

37.9%

ドキュメント ソリューション部門
売上高の構成比（全体100％）

’01 ’02 ’03
売上高
(億円)

9,312

9,504

注記：ドキュメント ソリューション部門は2002年3
月期より新設されたセグメントのため、業績に
つきましては、2002年3月期と2003年3月期
を表示しています。
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サービスを開始しました。また、同社が世

界に先駆けて量産を開始した毎秒10GBを

超える高い性能の面発光型半導体レーザー

（VCSEL）により、新たな事業分野として最

先端の光通信分野への道を切り開きま

した。

今後の課題

今後につきましては、新しい事業ビジョン

である｢オープン オフィス フロンティア｣

を掲げ、基盤事業である複写機事業をお客

様のドキュメントマネージメントを支援する

オフィスサービス事業へ転換し、お客様の

ニーズに応える新しい価値の創出を目指し

ます。また、グローバル競争力強化に向け

て、開発・生産の基盤を強化しコスト低減活

動にさらに拍車をかけるとともに、重点成

長市場である中国への経営資源の積極投入

により事業の拡大を図ります。また、経営の

基本として、現場・現実・現物主義に基づく

品質経営の徹底を図り、お客様の信頼を勝

ち取れるように引き続き企業体質を強化し

ていく所存です。

DocuPrint C3530DocuPrint 260 DocuCentre Color 320 CP
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営業概況
日本では、デジタルカメラ「FinePix」シリーズや液晶ディスプレイ用部材「WVフィルム」の売上が堅調に推移、またデジタルカラー複合機

「DocuCentre Color」シリーズの販売が好調に推移しました。

日本における連結売上高は13,301億円（前期比1.9%減）となりました。

液晶ディスプレイ用部材「フジタック」「WVフィルム」の新工場建設

富士フイルムは、近年のLCD市場の急激な拡大に対応し、液晶ディスプレイ用部材の供給能力を増強しています。生産子会社「富士フイル

ムオプトマテリアルズ（株）」では、2003年3月に、LCD用偏光板の保護膜「フジタック」の新工場を稼働したのに続き、LCDパネルの視野角

拡大フィルム「WVフィルム」の新工場（2004年2月稼働予定）、および「フジタック」の新工場（2004年8月稼働予定）の建設を進めておりま

す。今後も、当社は、「フジタック」、「WVフィルム」、「トランサー」、「CVフィルム」を4つの柱として、液晶ディスプレイ用部材事業の積極的な展

開を推し進めてまいります。

グループ物流子会社の経営統合

富士フイルムは、2001年3月に富士ゼロックスを連結子会社として以来、グループとしてのシナジー効果を追求してきましたが、このたび、

物流体制の強化および効率化を図り、物流コストの削減を狙いとして、「富士フイルムロジスティックス（株）」と「富士ゼロックス流通（株）」を

2003年4月1日付けで合併しました。なお、合併後の存続会社は「富士フイルムロジスティックス（株）」です。

トピックス
DocuWorld® 2002 

～Open Office Frontier～

2002年10月、富士ゼロックスは、同社の創立40周年を記念して開催されたイベント「DocuWorld® 2002」において、新しい事業ビジョ

ンである「オープン オフィス フロンティア」を発表しました。「オープン オフィス フロンティア」とは、ユビキタス･ネットワークが進行し、企業

間連携での新たなイノベーションが求められる時代に対応し、お客様企業内に提供してきたドキュメントマネジメントサービスを異なる企業間

連携の場などオフィスの外でも同様に活用できるよう事業拡張し、お客様の業務効率、知的競争力、働く個の創造性を高めることに貢献する

ものです。同会場ではビジョンの発表とそれを実現する近未来サービスや技術を具体的に展示・実演しました。

地域別（日本）
売上高の構成比（全体100％）

53.1%

Japan（日本）

「DocuWorld® 2002」において、新しい事業ビジョン
「オープン オフィス フロンティア」を発表

富士フイルムオプトマテリアルズ（株）（静岡県）
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営業概況
米州では、カラー印画紙がデジタルミニラボ｢フロンティア｣シリーズの大幅な販売数量増等に支えられ2桁の販売増を達成、また、デジタ

ルカメラ｢FinePix｣シリーズが売上・シェアともに好調に推移しました。

米州における連結売上高は5,628億円（前期比8.8%増）となりました。

サウスカロライナ工場を拡張

～医療画像記録用フィルム一貫生産開始および印刷用CTPプレート生産工場新設～

「Fuji Photo Film, Inc.」は、北米医療市場でのデジタル化の進展によるドライ画像記録用フィルムの需要増に合わせ、医療画像記録用フィ

ルムの工場拡張工事を進めてきましたが、2003年3月に完成、塗布・加工の一貫生産を開始する運びとなりました。今回、製造品目をドライ

方式の医療画像記録用フィルムまで拡大することで、北米の医療用フィルム市場での富士フイルムの高品質製品の円滑な供給・サービス体制

がさらに充実します。

また同社は、北米印刷市場でのCTP（Computer-To-Plate）化の流れに対応すべく、印刷用CTPプレートの生産工場を新設する計画を発

表しました。投資額は約1億ドルで、2004年末の完成に向けて建設を進めていきます。

トピックス
飛行船「FUJIFILM号」を通じての地域社会貢献

1984年のロサンゼルスオリンピック以来、富士フイルムのシンボルとして活躍している飛行船「FUJIFILM号」は、さまざまな地域社会活

動に貢献しています。2002年にニューヨーク市で開かれたFleet Weekでは、上空から会場の安全を見守ったほか、2002年夏には、ウッズ

ホール海洋学研究所のヒゲクジラ観測活動に対して、「FUJIFILM号」を上空からのハイビジョン撮影基地として提供、協力しました。

サウスカロライナ州の水質保全プロジェクトへ協力

「Fuji Photo Film, Inc.」は1988年の設立以来、環境保全・医療・教育等、地域社会に貢献する活動に尽力してきましたが、このたび、サウ

スカロライナ州が官学民一体となって推進する、グリーンウッドレイクおよび広域河川の水質保全プロジェクトに対し、50万米ドルの寄付を

行うことを発表しました。富士フイルムは、これからも、サウスカロライナ州のコーポレートシチズンとして、地域社会とのパートナーシップ

を大切にし、環境保全をはじめとする地域貢献活動に努めていきます。

PMA 2003

～Smart Solutions for Tomorrow～

2003年3月にラスベガスで開催された米国最大の写真業界トレードショー「PMA 2003」で、当社は「Smart Solutions for Tomorrow」

のスローガンのもと、お客様が“いつでも、どこでも、簡単に”、高画質イメージを実現できる多彩な製品・サービス・ソリューションを提供する

“信頼のビジネスパートナー”であることを訴求しました。

22.5%

地域別（米州）
売上高の構成比（全体100％）

The Americas（米州）

自由の女神像の上空を飛行する「FUJIFILM号」

ウッズホール海洋学研究所の映像研究部門の特別調査
員Bill Lange氏による飛行船「FUJIFILM号」からの
撮影。富士フイルムのHD331ビデオカセットを使用



営業概況
欧州では、デジタルカメラ「FinePix」シリーズが主要ディーラーを中心に大幅に販売数量を伸長するとともに、デジタルミニラボ

「フロンティア」シリーズが堅調に推移しました。

欧州における連結売上高は3,337億円（前期比18.0%増）となりました。

ポーランド、チェコ、スロバキア、イタリアに販売会社を設立

欧州における統括会社である「Fuji Photo Film（Europe）GmbH」は、このたび、ポーランド、チェコ、スロバキア、イタリアに販売会社を

新たに設立しました。2002年の通貨統一、2004年のEU加盟国の増大と大きな変化を迎えている欧州において、今回、販売体制のさらな

る整備・拡充を図ることで、富士フイルムは、現地のニーズを的確に捉えながら製品の供給に努め、かつ迅速なサービス体制を確立していき

ます。

トピックス
2006年FIFAワールドカップ™ドイツ大会のスポンサーに決定

富士フイルムは、FIFAと「2006年FIFAワールドカップ™ドイツ大会」を含む、世界サッカーイベントのスポンサー契約を締結しました。当

社は、1982年のスペイン大会からFIFAワールドカップ™のスポンサー契約を継続しており、今回で7回目の更新となります。

サッカーの競技人口は約2億4,000万人で、世界で最も愛され、親しまれているスポーツです。2002年に開催された韓国・日本共催大会

の総入場者数は約270万人、会期中のTV視聴者数は延べ約300億人と報告されています。2006年のドイツ大会は、これをさらに上回る数

字が期待されており、富士フイルムは写真分野の公式スポンサーとして、大会の成功と盛り上げに貢献してまいります。

イングランドの名門サッカーチーム｢マンチェスター ユナイテッド｣とスポンサー契約を締結

富士フイルムは、世界的に著名な選手を有し､実力･人気ともに世界を代表するクラブチームManchester United（マンチェスター ユナイ

テッド、以下MAN-U）とグローバルベースで5年間のスポンサー契約を、英国にて締結。MAN-Uのオフィシャルイメージングパートナーとし

て、同チームの所有する画像やその関連製品の全世界での独占供給権を獲得しました｡

Photokina 2002

～POWERED by FUJIFILM～

2002年9月にドイツのケルンメッセで開催された世界最大の写真・映像展示会「Photokina 2002」で、富士フイルムは、「POWERED by

FUJIFILM」をスローガンに掲げ、“写真業界のリーダーであるFUJIFILMが、市場や顧客にパワーを与える”ことを世界にアピールしました。

Europe（欧州）

11.8%11.8%

地域別（欧州）
売上高の構成比（全体100％）

13.3%

2002年FIFAワールドカップ™

Fuji Photo Film（U.K.）の中村紀夫社長と
マンチェスターユナイテッドの選手

富士フイルムの「Photokina2002」
でのデモンストレーション
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営業概況
アジア他では、デジタルカラー複合機「DocuCentre Color」シリーズのアジア・オセアニア地域での販売を開始したほか、大きな成長が期

待される中国市場を中心に、生産販売体制の整備を積極的に推進しました。

アジア他における連結売上高は2,791億円（前期比13.4%増）となりました。

「富士写真フイルム（中国）投資有限公司」 上海市より「中国地域本部」の認定を受ける

富士フイルムの全額出資である「富士写真フイルム（中国）投資有限公司」は、「上海市における多国籍企業の地域本部設立奨励暫定施行規定」

に基づき、上海市から「中国地域本部」として認定されました。当社は、発展を続ける中国市場において新規事業への投資をさらに積極的に推

進し、生産・販売・研究開発の現地化を進め、最新技術を活かした高品質製品を中国のユーザーに提供していくため、2001年4月に富士中国

を設立しました。富士フイルムと富士中国は、今回の地域本部認定を機に中国においてさらなる事業展開を進めていきます。

富士ゼロックス　アジア・オセアニア事業統括機能を上海に集約

～直販・直サービスを中心とした中国事業の本格的な拡充～

富士ゼロックスは、2003年4月より、アジア・オセアニア事業の統括機能を東京から上海に移転すると同時に、上海を中核としたシンガ

ポール／シドニー／東京との新たな4極連携体制のもと、成長著しい中国市場を中心としたアジア・オセアニア事業の横断的な展開と強化を

図っていきます。今後も、ドキュメントソリューション事業の成長の牽引役であるアジア・オセアニア事業については戦略的な投資を継続拡

大していくとともに、直販・直保守体制を整備することで高品質商品ときめ細かいサービスを提供していきます。

Asia and Others（アジア他）

10.3%10.3%11.1%

地域別（アジア他）
売上高の構成比（全体100％）

富士ゼロックスのアジア、オセアニア事業の新4極連携体制

東　京

シンガポール

上　海

シドニー
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高画質カメラ付き携帯電話用レンズを開発
カメラ付き携帯電話での高画質撮影を高性能レンズで可能に

「富士写真光機（株）」は、100万画素を超える高画質カメラ付き携帯電話のキーデバイスであるレ

ンズユニットを他社に先駆けて開発、供給を開始しました。極小サイズながら、画面周辺に至る高解像

度、色の滲みの原因となる収差の低減、および温度変化などへの耐久信頼性を高いレベルで達成する

レンズユニットは、非球面ガラス成型レンズ1枚と非球面プラスチックレンズ2枚の合計3枚から構

成されており、同社の世界トップレベルのレンズ加工・組立技術を駆使することで実現しました。

「富士写真光機（株）」では、CD/DVD用ピックアップレンズのトップメーカーとして培ったノウハウや

月産4,000万個を超える世界最大のプラスチックレンズ生産能力を強みに、今後、拡大が予想される

カメラ付き携帯電話向けレンズ市場において50％超のシェアの確保を目指します。

「グレーデッドインデックス（GI）型プラスチック光ファイバ」開発
ブロードバンド時代のホームネットワークに最適

ネットワーク上で伝送される情報が年々増加し高速化するなか、富士フイルムは長年培ってきた光

学設計技術と有機素材設計技術を駆使して、ギガ（1ギガは10億）bps以上の高速通信が可能な上、低

コストで大口径、かつ耐熱性・耐湿性に優れ、高い取り扱い性を持った「GI型プラスチック光ファイバ」

を開発しました。この光ファイバは、来るべきブロードバンド時代のホームネットワーク用途や産業

用の各種信号伝達用途に幅広く応用できるものと期待されています。今後、下記「面発光型半導体

レーザー」やその他の光学部材と合わせて、富士フイルムグループとして、高速光伝送システムの創造

に挑戦してまいります。

「面発光型半導体レーザー」開発
10ギガビット・イーサネットに対応

富士ゼロックスは、独自の半導体レーザー技術により、高速光通信ネットワーク規格である、10ギガ

ビット・イーサネット（10GbE）に対応した「面発光型半導体レーザー（VCSEL）」を開発しました。

2001年12月に発売した2.5Gbps のVCSELとともにブロードバンド時代のキーデバイスであり、

今後オフィスや家庭での通信インフラの高速化を支え、広く世の中に普及することが期待されています。

「青紫色レーザー追記型光ディスク」開発
有機色素塗布型技術で生産可能

独自開発の青紫色レーザー対応有機色素を使用し、生産性に優れ、超精密塗布（スピンコーティング）

する塗布型技術等を駆使して、「青紫色レーザー追記型光ディスク」の開発に成功しました。今回開発に

成功した光ディスクでは、直径12cmのディスク片面でDVDの約5倍の記憶容量である23.3GBの大

容量記録を達成しました。これにより今後急速な普及が見込まれるデジタルハイビジョン映像を2時

間録画することが可能になります。

カメラ付き携帯電話用のレンズユニット
写真のスケールの単位は1ミリ

ディスプレイ

将来のホームネットワーク図

面発光型半導体レーザー
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環境効率の改善
企業にとって環境保全活動とは、経済性とうまくバランスをとりつつ継続的に進めていくことが重要であり、環境保全効果を評価する場合

にも、環境負荷の総量を示す指標だけではなく、経済価値を反映させつつ環境保全活動の効率性を表す指標（環境効率）を把握および管理す

ることが必要となります。

富士フイルムグループでは、2003年より、以下のように環境効率を定義し、2010年度に向けての新たな目標を決定しました。

環境配慮設計
レンズ付きフィルムの循環生産システムの構築に代表されるように、富士フイルムグループではこれまでも環境に配慮した製品開発を推進

し、環境負荷の低減に取り組んできました。

今回、この取り組みをさらに強化すべく環境配慮設計のフレームワークの見直しを図り、全製品に共通して適用できる｢環境配慮設計基本

規則｣を新たに規定、2002年度より正式運用を開始しました。2003年度からは、新製品・改良品のすべてを適用対象とし、国内外グループ

会社での取り組みを一層強化していきます。

また、富士フイルムでは、LCA*1手法も用いて評価した製品の環境負荷データを｢エコリーフ環境ラベル｣*2によって公開しています。

＊1 LCA（ライフサイクルアセスメント）： 資源採取から製造･物流･使用･廃棄・リサイクルまでの製品の全ライフサイクルを通じての環境負荷、資源消費負荷データを定量的に評価する
方法。代表的な指標として炭酸ガス（CO2）発生量などが用いられています。

＊2 エコリーフ環境ラベル：LCAデータに基づいた環境情報を表示する環境ラベルで、経済産業省所管の社団法人産業環境管理協会が2002年6月から本格的な運用を開始しました。

富士フイルムグループの環境効率の定義

環境効率＝
売上高

環境負荷の値（Ａ～Ｆ）

【環境効率の目標】

AからFのすべての項目において環境負荷低減を図り、2010年度の環境効率を2000年度比で2倍とすることを目指します。

写ルンです シンプルエース27
のエコリーフ環境ラベル FinePix F410の

エコリーフ環境ラベル

A. CO2排出量

B. 天然資源投入量

C. VOC（揮発性有機化合物）大気排出量

D. 容器包装材料使用量

E. 廃棄物発生量

F. 水使用量
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執行役員

社長・CEO
古森　 重A

副社長
田中　 康夫

専務執行役員
麻生　 興太郎
林　　 伸幸
松島　 A
三川　 秋一

常務執行役員
大垣　 嘉春
上原　 五郎
森内　 成典
塩谷　 圭吾
高橋　 俊雄
福永　 英喜
加藤　 久豊
内田　 洋祐
渡辺　 泰邦
田中　 孟

執行役員
柳田　 浩史
宮坂　 信章
佐々木 格
原　　 宏
池上　 真平
中村　 孝太郎
佐多　 祥光
犬塚　 奎一
米田　 敦
高木　 信成
神山　 宏二
杉崎　 力

フェロー
高田　 俊二

監査役

赤石　 禎裕
神谷　 健一
児島　 章郎
古沢　 熙一郎

取締役

取締役会長

大西　實
代表取締役社長・CEO

古森　重c
代表取締役副社長

田中　康夫

取締役

麻生　興太郎
取締役

林　伸幸
取締役

松島　c
取締役

上原　五郎

取締役

森内　成典
取締役

塩谷　圭吾
取締役

高橋　俊雄
取締役

福永　英喜
取締役

加藤　久豊

取締役

三川　秋一

役員一覧
（2003年6月27日現在）

取締役

大垣　嘉春
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業績

売上高
当年度の連結売上高は、デジタルカメラをはじめとしたデジタル関連製品の販売が好調に推移し、2兆5,057億円（前年度比4.4％

増）となりました。販売価格下落による減収影響があったものの、販売数量の増加及び新規連結の効果等により売上を伸ばしました。

国内売上高は 1兆3,301億円（前年度比1.9％減）、海外売上高は1兆1,756億円（前年度比12.4％増）となりました。海外売上高が

増加した要因としては、欧米においてデジタルカメラの売上が増加したことや、米国印刷機材販売会社Enovation Graphic

Systems,Inc.を前年度に連結したことなどがあげられます。なお、為替変動による影響は約130億円の増収要因となりました。

イメージング ソリューション部門
イメージング ソリューション部門の連結売上高は8,310億円（前年度比5.9％増）、連結売上高全体に占める構成比は33.2％とな

りました。売上が増加した要因として、北米や欧州を中心にデジタルカメラやデジタルミニラボの売上が増加したことがあげられま

す。営業利益は、567億円（前年度比16.2％増）となり、売上高営業利益率は0.6ポイント改善し、6.8％となりました。

インフォメーション ソリューション部門
インフォメーション ソリューション部門の連結売上高は7,243億円（前年度比5.7％増）、連結売上高全体に占める構成比は

28.9％となりました。売上が増加した要因としては、米国印刷機材販売会社Enovation Graphic Systems,Inc.を前年度に連結し

たことや、液晶ディスプレイ用部材の売上が順調に伸長していることがあげられます。営業利益は、753億円（前年度比8.8％減）と

なり、売上高営業利益率は1.7ポイント下がり、10.3％となりました。

ドキュメント ソリューション部門
ドキュメント ソリューション部門の連結売上高は9,504億円（前年度比2.1％増）、連結売上高全体に占める構成比は37.9％とな

りました。売上が増加した要因としては、デジタルカラー複合機「DocuCentre Color」シリーズが国内で売上を伸ばすとともに、海

外でもアジア・オセアニア地域での販売及び欧米への輸出を開始したことや、日本電気（株）からレーザープリンター事業を前年度に

買収したことがあげられます。営業利益は、514億円（前年度比37.5％増）となり、売上高営業利益率は1.3ポイント改善し、5.3％

となりました。

原価、費用及び収益

営業利益
当年度の売上原価は、更なる原価低減を推進したものの、販売価格下落等の要因により、前年度比5.1％増の1兆4,725億円とな

り、売上総利益率は前年度比0.4ポイント減の41.2％となりました。販売費及び一般管理費は、経費抑制に努めた結果、前年度比

0.9％増の6,908億円にとどまり、販売費及び一般管理費の売上高に対する比率では前年度比0.9ポイント減の27.6％となりました。

研究開発費は、前年度比8.3％増の1,591億円となり、研究開発費の売上高に対する比率では、前年度比0.2ポイント増の6.3％とな

りました。[26ページの研究開発活動 参照] 営業利益は、平成15年3月に、当社及び一部の国内連結子会社において厚生年金基金

を解散し、厚生年金基金解散損231億円を計上したため、前年度比5.0％減の1,602億円となりました。この一過性の厚生年金基金

解散損231億円を除いた場合、営業利益は1,833億円となり、前年度比8.7％の増益になります。売上高営業利益率は、この一過性

の厚生年金基金解散損を吸収しきれず、前年度比0.6ポイント減の6.4％となりました。

13,870

13,488

13,833

24,011

25,057

’99 ’00 ’01 ’02 ’03

売上高

（億円）

税引前利益

当期純利益

747

848

1,179

813

485

1,385

1,374

1,996

1,595

1,205

’99 ’00 ’01 ’02 ’03

税引前利益及び当期純利益

（億円）

国内売上高

海外売上高

7,683

7,132

7,273

10,459

11,756

6,187

6,356

6,560

13,552

13,301

’99 ’00 ’01 ’02 ’03

国内及び海外売上高

（億円）
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税引前利益
営業外収益及び費用は、前年度の費用91億円から、当年度は費用398億円となりました。この主な要因は、為替変動により外貨建

債権の為替決済差額等で前年度比△154億円（前年度の為替差益81億円から、当年度の為替差損73億円）となったことや日本の株

式市場低迷等により投資有価証券の評価損で前年度比△94億円などの営業外費用が発生したこと、加えて前年度には投資有価証券

交換益として90億円を計上しているためです。この結果、税引前利益は、前年度比24.5％減の1,205億円となりました。

当期純利益
法人税等は、前年度比14.9％減の603億円となりました。税引前利益に対する負担割合では、2004年4月1日以降の法人事業税

における外形標準課税導入等に伴う実効税率引き下げの影響により繰延税金資産の評価替を当年度に織り込んだため、前年度の

44.4％から当年度は50.0％となりました。当期純利益は、前年度比40.3％減の485億円となり、売上高当期純利益率は前年度比

1.5ポイント減の1.9％になりました。当年度の株主資本当期純利益率は、前年度比2.0ポイント減の2.9％となりました。また、1株

当たりの当期純利益は、94.51円となりました。

3月31日に終了した事業年度

2003 2002 2001

（単位：百万円）

イメージング ソリューション部門
売上高 ¥831,437 ¥785,005 ¥743,323

営業利益 56,709 48,792 65,133

営業利益率（%） 6.8% 6.2% 8.8%

インフォメーション ソリューション部門
売上高 ¥729,345 ¥688,737 ¥640,046

営業利益 75,287 82,523 84,599

営業利益率（%） 10.3% 12.0% 13.2%

ドキュメント ソリューション部門
売上高 ¥962,002 ¥942,830 ¥ —

営業利益 51,369 37,353 —

営業利益率（%） 5.3% 4.0%

（セグメント間取引を含む）

売上原価

売上高に対する売上原価の比率

7,800

7,748

8,035

14,012

14,725

’99 ’00 ’01 ’02 ’03

売上原価及び売上高に対する
売上原価の比率

（億円、%）

58.458.157.456.2 58.8

株主資本利益率

売上高利益率

’99 ’00 ’01 ’02 ’03

株主資本利益率及び売上高利益率

（%）

4.9

2.9
3.4

1.9

5.5
5.1

7.4

8.5

6.3

5.4

研究開発費

売上高に対する研究開発費の比率

847

817

791

1,469

1,591

’99 ’00 ’01 ’02 ’03

研究開発費及び売上高に
対する研究開発費の比率

（億円、%）

5.76.16.1 6.36.1
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研究開発活動
富士フイルムのビジネスの成長には、特徴ある技術を生み出す積極的な研究開発活動が不可欠であると考えております。当社は、

高度な技術力が要求される感光材料の開発を原点に、新たな技術の開発に取り組み、「スーパーCCDハニカム」「WVフィルム」など、

先進技術を活かした特徴ある製品を数多く生み出しています。

当年度の研究開発費は、前年度比8.3％増の1,591億円となり、研究開発費の売上高に対する比率では、前年度比0.2ポイント増

の6.3％となりました。セグメント別では、イメージング ソリューション部門が444億円（前年度比1.7％増）、インフォメーション

ソリューション部門が412億円（前年度比5.5％増）、ドキュメント ソリューション部門が735億円（前年度比14.6％増）となりました。

財政状態

資産、負債及び資本
総資産は、前年度末比120億円（0.4％）増の2兆9,583億円となりました。固定資産が減少しましたが、流動資産がそれ以上に増

加しました。一方、負債合計は、338億円（3.0％）増の1兆1,516億円となりました。流動負債が減少しましたが、固定負債はそれ

以上に増加しました。株主資本は、175億円（1.0％）減の1兆6,806億円となりました。この結果、流動比率は、7.9ポイント改善し、

200.6％となりました。負債比率は、わずかに増加し、2.7ポイント増の68.5％、株主資本比率は、0.8ポイント減の56.8％となり

ました。このように、資産の流動性及び資本構成の安定性を、ともに維持しています。

流動資産の主な増加は、現金及び現金同等物の増加282億円です。この内容は以下のキャッシュ・フロー分析のとおりです。固定

資産の主な減少は、投資有価証券の減少433億円、有形固定資産の減少286億円です。流動負債の主な減少は、短期有利子負債の

返済による減少276億円です。固定負債は、長期有利子負債が130億円減少したものの、退職給付引当金が518億円増加しました。

この主な理由は、当社及び一部の国内連結子会社において厚生年金基金を解散したものの、退職給付会計のために用いられた割引率

を前年度の2.50％から、当年度は2.35％に引下げたことや年金資産の運用利回りの悪化により未認識数理計算上の差異が増加し、

最小年金負債調整額の計上額が増加したことによるものです。

設備投資と減価償却費
当年度の設備投資額は、前年度比18.1％減の1,273億円、売上高に対する比率では5.1％となりました。生産子会社富士フイルム

オプトマテリアルズ（株）等で、液晶ディスプレイ用部材の生産能力を引き続き増強しているほか、米国の生産子会社 Fuji Photo Film,

Inc.で、医療用フィルムの一貫生産を開始いたしました。

当年度の減価償却費（無形固定資産の償却費及びドキュメントソリューション部門のレンタル機器の減価償却費を除く）は、前年度

比4.0％増の1,267億円となりました。

設備投資額
減価償却費

834

828

821

1,218

1,267

1,155 913

1,188

1,555

1,273

’99 ’00 ’01 ’02 ’03

設備投資額及び減価償却費

（億円）

21,657

22,358

28,303

29,464

29,583

’99 ’00 ’01 ’02 ’03

総資産及び株主資本比率

（億円、%）

57.4

70.468.8

56.857.6

総資産
株主資本比率

1,572

2,123

1,405

2,482

3,035

’99 ’00 ’01 ’02 ’03

営業活動により増加した
純キャッシュ

（億円）

（無形固定資産の償却費及びドキュ
メントソリューション部門のレンタ
ル機器の減価償却費を除く）
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キャッシュ・フロー分析

当年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、営業の資金需要、設備投資及び株主への配当金支払のための基本的財源と

なっています。当年度末の現金及び現金同等物は前年度比282億円増の4,101億円となりました。当該増加額は、下記活動による

キャッシュの増減以外に、現金及び現金同等物に係る換算差額によるキャッシュの減少48億円を含んでいます。

当年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前年度比553億円増の3,035億円の収入となりました。前年度と比較してキャッ

シュ収入額が増加した主な要因として、支払債務（営業取引）が減少453億円から増加168億円に転じたことによる改善621億円が

あげられます。なお、当該収入増加は、当期純利益の減少328億円などにより一部相殺されています。

当年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前年度比928億円支出減の2,019億円の支出となりました。前年度と比較して

キャッシュ支出額が減少した主な要因は、①設備投資に関連した有形固定資産の購入で362億円の支出減少、及び②有価証券及び

投資有価証券の売却・満期償還と購入との正味の支出減少913億円があげられます。なお、当該支出減少は、ソフトウエアの購入及

び事業買収の支出（買収資産に含まれる現金及び現金同等物控除後）がそれぞれ前年度より111億円、67億円増加したことなどに

より一部相殺されています。

当年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前年度の458億円の支出から当年度は642億円の支出となりました。前年度と比

較してキャッシュ支出額が増加したのは、主に長期の有利子負債の調達額が前年度に比べ減少したためです。なお、当該支出増加は、

短期債務及び長期債務の返済額がともに前年度より減少したことなどにより一部相殺されています。

配当政策

当社は、利益配分につきましては、安定した配当を継続して実施するとともに、将来の積極的な事業展開と経営環境の急激な変化

に備えた経営基盤の強化に必要な内部留保を確保していくことを基本方針といたしております。このような基本方針に基づき、当年

度の年間配当は、1株当たり25円といたしました。配当性向は、前年度比10.7ポイント増の26.5％、株主資本配当率は前年度と同

ポイントの0.8％となりました。

マーケット・リスク管理

世界を舞台に展開している富士フイルムの事業は、市場金利及び外国為替相場の変動から生じるリスクを負っています。これらの

リスクを回避するために、富士フイルムはデリバティブ取引を利用していますが、トレーディング目的でのデリバティブ取引は行って

いません。

富士フイルムは、リスク回避ならびに借入コスト削減のため、金利スワップ契約、通貨金利スワップ契約を結び、外国為替予約を保

有しています。ほとんどの場合、これらの契約は、その実行日と満期日がローン自体と同一日に設定されているため、貸借取引に組

み込まれています。

外貨建資産と負債に対する為替相場変動のリスクを回避するために、富士フイルムは、外国為替予約及び通貨スワップ契約を結ん

でおり、ほとんどの場合6カ月以内に満期が到来する契約となっています。

環境問題

将来発生すると見込まれる環境問題に効果的に対処するために必要な支出は、未だ存在していない法律や技術に負うところが大

きく、正確に予想することは難しいと思われます。富士フイルムは、現時点では、環境問題が当社の財務状況、業績及びキャッシュ・

フローに重要な影響を与えるとは考えておらず、今後も、環境関連の重大な費用が新たに発生するとは予想していません。

将来予測表明に関する注記

本資料における将来の予測等に関する記述は､現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり､潜在的なリスクや不確実性

が含まれています。従いまして､実際の業績は､様々な要因により､これらの将来の予測等に関する記述とは異なることがありますこ

とをご承知おきください。
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富士写真フイルム株式会社及び連結子会社

3月31日に終了した事業年度

2003 2002 2001 2000 1999

（単位：百万円、1株当たり金額を除く）

項目：
売上高
国内 ¥1,330,119 ¥1,355,192 ¥ 656,059 ¥ 635,588 ¥ 618,719
海外 1,175,584 1,045,952 727,310 713,253 768,307

合計 ¥2,505,703 ¥2,401,144 ¥1,383,369 ¥1,348,841 ¥1,387,026
売上原価 1,472,456 1,401,211 803,460 774,757 779,985
営業費用：
販売費及び一般管理費 690,762 684,370 351,033 344,424 356,967
研究開発費 159,119 146,881 79,144 81,725 84,740
営業利益 160,277 168,682 149,732 147,935 165,334
受取利息及び配当金 10,127 11,950 8,180 6,975 11,298
支払利息 (8,769) (11,649) (11,093) (9,957) (11,994)
税引前利益 120,513 159,549 199,661 137,405 138,591
少数株主損益及び持分法による
投資損益前利益 60,230 88,696 113,126 74,763 69,169

当期純利益 48,579 81,331 117,900 84,895 74,709

設備投資額 ¥ 127,319 ¥ 155,525 ¥ 118,786 ¥ 91,313 ¥ 115,536
減価償却費（注2） 126,695 121,777 82,063 82,770 83,377
営業活動により増加した純キャッシュ 303,500 248,185 140,454 212,306 157,159

1株当たり金額（単位：円/米ドル（注6））：
当期純利益（注3） ¥ 94.51 ¥ 158.05 ¥ 229.11 ¥ 164.97 ¥ 145.17
配当金（注4） 25.00 25.00 22.50 22.50 22.50

株主資本（注5） ¥ 3,274.17 ¥ 3,300.45 ¥ 3,157.55 ¥ 3,060.68 ¥ 2,893.82
期末株価 3,640 4,170 4,640 4,520 4,480
株価収益率 38.51 26.38 20.25 27.40 30.86
株価純資産倍率 1.11 1.26 1.47 1.48 1.55

期末財政状態：
総資産 ¥2,958,317 ¥2,946,362 ¥2,830,313 ¥2,235,812 ¥2,165,695
社債及び長期借入金 124,404 137,446 81,246 20,897 47,363
株主資本 1,680,611 1,698,063 1,624,856 1,575,065 1,489,194

期中平均株式数（単位：千株） 514,011 514,583 514,603 514,612 514,615
従業員数 72,633 72,569 70,722 37,151 37,551

29ページの注記を参照してください。
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10月20日に 3月31日に
終了した 終了した

3月31日に終了した事業年度 事業年度 事業年度

1998 1997 1996 1995（注1） 1994 2003

（単位：百万円、1株当たり金額を除く） （単位：千米ドル、
1株当たり
金額を除く）
（注6）

¥ 636,755 ¥ 645,559 ¥ 609,521 ¥ 267,004 ¥ 632,409 $11,084,325
694,861 567,406 439,075 185,035 397,403 9,796,533

¥1,331,616 ¥1,212,965 ¥1,048,596 ¥ 452,039 ¥1,029,812 $20,880,858
735,953 681,030 595,553 258,449 577,612 12,270,466

338,920 291,315 246,409 110,606 243,449 5,756,350
81,043 75,924 73,194 33,659 73,903 1,325,992

175,700 164,696 133,440 49,325 134,848 1,335,642
10,479 10,247 13,989 9,242 21,002 84,392
(11,524) (11,705) (11,573) (6,149) (10,681) (73,075)

162,756 161,693 132,599 50,278 135,809 1,004,275

78,044 76,205 65,613 23,599 61,285 501,917
91,280 85,349 72,870 27,277 63,771 404,825

¥ 112,800 ¥ 97,315 ¥ 75,393 ¥ 27,405 ¥ 46,498 $ 1,060,992
77,818 73,761 68,547 35,974 79,380 1,055,792

147,000 151,736 147,636 61,982 151,107 2,529,167

¥ 177.38 ¥ 165.85 ¥ 141.60 ¥ 53.00 ¥ 123.92 $ 0.79
22.50 22.00 21.00 9.00 19.00 0.21

¥ 2,842.91 ¥ 2,684.52 ¥ 2,540.93 ¥ 2,368.94 ¥ 2,245.51 $ 27.28
4,960 4,070 3,060 2,060 2,300 30.33
27.96 24.54 21.61 38.86 18.56
1.74 1.52 1.20 0.87 1.02

¥2,173,989 ¥2,038,382 ¥1,942,509 ¥1,815,347 ¥1,714,559 $24,652,642
53,113 47,036 63,919 65,270 61,497 1,036,700

1,463,014 1,381,458 1,307,594 1,219,102 1,155,577 14,005,092

514,610 514,607 514,616 514,619 514,626
36,580 33,154 29,903 27,565 26,555

注記：1．1995年の数字は、1995年
3月31日に終了した5カ月
11日間の移行期間内の経営
成績を表したものです。

2．減価償却費は、無形固定資産
の償却費及びドキュメント
ソリューション部門のレンタル
機器の減価償却費を除いてお
ります。

3．1株当たりの当期純利益は、
無償の株式交付調整後､各年
度の加重平均発行済株式数に
基づいて算出しています。

4．1株当たりの配当は、各会計
年度内における1株当たりの
現金配当金を表しています。

5．1株当たりの株主資本は、無
償の株式交付調整後､各年度
末現在の発行済株式数に基づ
いて算出しています。

6．表示されている米ドル金額は、
便宜上､2003年3月31日の
為替レートである1米ドル＝
120円で日本円から換算され
たものです。

7．2001年3月末、当社は、富士
ゼロックス（株）の発行済株式
総数の25%を追加取得し、当
社の持分比率は75%となり
ました。その結果、同社は当
社の連結子会社となりました。
2001年3月期の当社グルー
プの財務諸表では、富士ゼロッ
クスは、連結貸借対照表では
直接連結され、連結損益計算
書では保有率50％で持分法
により会計処理されていまし
た。2002年3月期から、富士
ゼロックスの経営成績は、損
益計算書においても直接連結
としています。
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富士写真フイルム株式会社及び連結子会社

3月31日現在

資産の部 2003 2002 2003

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

流動資産：
現金及び現金同等物 ¥ 410,130 ¥ 381,901 $ 3,417,750
有価証券 32,639 16,369 271,992
受取債権：
営業債権及びリース債権 494,430 508,962 4,120,250
関連会社等に対する債権 43,198 39,489 359,983
貸倒引当金 (16,150) (17,952) (134,583)
棚卸資産 351,748 358,503 2,931,233
繰延税金資産 76,857 70,778 640,475
前払費用及びその他の流動資産 36,296 31,196 302,467

流動資産合計 1,429,148 1,389,246 11,909,567

投資及び長期債権：
関連会社等に対する投資及び貸付金 40,741 40,080 339,508
投資有価証券 263,002 306,256 2,191,683
長期リース債権及びその他の長期債権 101,435 99,778 845,292
貸倒引当金 (4,991) (3,158) (41,591)

投資及び長期債権合計 400,187 442,956 3,334,892

有形固定資産：
土地 73,083 73,714 609,025
建物及び構築物 531,466 522,760 4,428,883
機械装置及びその他の有形固定資産 1,535,312 1,522,562 12,794,267
建設仮勘定 26,300 33,315 219,167

2,166,161 2,152,351 18,051,342
減価償却累計額 (1,467,913) (1,425,474) (12,232,609)

有形固定資産合計 698,248 726,877 5,818,733

その他の資産：
営業権 213,713 191,294 1,780,942
その他無形固定資産 45,246 57,423 377,050
繰延税金資産 85,625 66,260 713,542
その他 86,150 72,306 717,916

その他の資産合計 430,734 387,283 3,589,450

資産合計 ¥2,958,317 ¥2,946,362 $24,652,642

注記：表示されている米ドル金額は、便宜上､2003年3月31日の為替レートである1米ドル＝120円で日本円から換算されたものです。

（注）
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3月31日現在

負債及び資本の部 2003 2002 2003

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

流動負債：
社債及び短期借入金 ¥ 159,631 ¥ 187,254 $ 1,330,258
支払債務：
営業債務 261,807 236,016 2,181,725
設備関係債務 40,663 36,209 338,858
関連会社等に対する債務 10,437 10,235 86,975
未払法人税等 25,264 32,064 210,533
未払費用 165,994 166,391 1,383,283
その他の流動負債 48,574 52,628 404,785

流動負債合計 712,370 720,797 5,936,417

社債及び長期借入金 124,404 137,446 1,036,700

退職給付引当金 241,914 190,155 2,015,950

繰延税金負債 21,672 18,282 180,600

預り保証金及びその他の固定負債 51,266 51,153 427,216

少数株主持分 126,080 130,466 1,050,667

資本の部：
資本金
普通株式：
授権株式数　　800,000,000株
発行済株式数　514,625,728株 40,363 40,363 336,358

資本剰余金 68,135 68,135 567,792
利益剰余金 1,653,221 1,618,270 13,776,842
その他の包括利益（損失）累積額 (76,243) (28,133) (635,358)
自己株式（取得原価） 2003年に終了した事業年度　1,331,895株

2002年に終了した事業年度　 130,643株 (4,865) (572) (40,542)

資本合計 1,680,611 1,698,063 14,005,092

負債及び資本合計 ¥2,958,317 ¥2,946,362 $24,652,642

（注）
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富士写真フイルム株式会社及び連結子会社

3月31日に終了した事業年度

2003 2002 2001 2003

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

売上高：
売上高 ¥2,158,317 ¥2,053,481 ¥1,383,369 $17,985,975
レンタル収入 347,386 347,663 — 2,894,883

2,505,703 2,401,144 1,383,369 20,880,858

売上原価：
売上原価 1,337,467 1,268,521 803,460 11,145,558
レンタル原価 134,989 132,690 — 1,124,908

1,472,456 1,401,211 803,460 12,270,466

売上総利益 1,033,247 999,933 579,909 8,610,392
営業費用：
販売費及び一般管理費 690,762 684,370 351,033 5,756,350
研究開発費 159,119 146,881 79,144 1,325,992
厚生年金基金解散損 23,089 — — 192,408

営業利益 160,277 168,682 149,732 1,335,642
営業外収益及び（費用）：
受取利息及び配当金 10,127 11,950 8,180 84,392
支払利息 (8,769) (11,649) (11,093) (73,075)
為替差損益・純額 (7,275) 8,131 5,177 (60,625)
投資有価証券評価損 (17,038) (7,615) (770) (141,983)
投資有価証券交換益 — 9,018 — —
退職給付信託設定益 — — 56,131 —
その他損益・純額 (16,809) (18,968) (7,696) (140,076)

(39,764) (9,133) 49,929 (331,367)

税引前利益 120,513 159,549 199,661 1,004,275
法人税等：
法人税・住民税及び事業税 62,020 79,299 75,189 516,833
法人税等調整額 (1,737) (8,446) 11,346 (14,475)

60,283 70,853 86,535 502,358

少数株主損益及び持分法による投資損益前利益 60,230 88,696 113,126 501,917
少数株主損益 (12,835) (10,597) (2,328) (106,958)
持分法による投資損益 1,184 3,232 7,102 9,866

当期純利益 ¥ 48,579 ¥ 81,331 ¥ 117,900 $ 404,825

（単位：円） （単位：米ドル）

1株当たり金額：
当期純利益 ¥ 94.51 ¥ 158.05 ¥ 229.11 $ 0.79
現金配当 25.00 25.00 22.50 0.21

注記：表示されている米ドル金額は、便宜上､2003年3月31日の為替レートである1米ドル＝120円で日本円から換算されたものです。

（注）

（注）
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富士写真フイルム株式会社及び連結子会社

その他の包括
資本金 資本剰余金 利益剰余金 利益（損失） 自己株式 資本合計

累積額

（単位：百万円）

2000年3月31日現在残高 ¥ 40,363 ¥ 68,135 ¥ 1,443,481 ¥ 23,150 ¥ (64) ¥  1,575,065
包括利益：
当期純利益 — — 117,900 — — 117,900
有価証券未実現利益減少額 — — — (52,259) — (52,259)
為替換算調整額 — — — 15,334 — 15,334
最小年金負債調整額 — — — (19,514) — (19,514)

包括利益 61,461
自己株式取得 — — — — (2,369) (2,369)
自己株式売却 — — — — 2,277 2,277
現金配当金 — — (11,578) — — (11,578)

2001年3月31日現在残高 40,363 68,135 1,549,803 (33,289) (156) 1,624,856
包括利益：
当期純利益 — — 81,331 — — 81,331
有価証券未実現利益減少額 — — — (12,649) — (12,649)
為替換算調整額 — — — 51,020 — 51,020
最小年金負債調整額 — — — (33,227) — (33,227)
デリバティブ未実現損益変動額 — — — 12 — 12

包括利益 86,487
自己株式取得 — — — — (2,123) (2,123)
自己株式売却 — — — — 1,707 1,707
現金配当金 — — (12,864) — — (12,864)

2002年3月31日現在残高 40,363 68,135 1,618,270 (28,133) (572) 1,698,063
包括利益：
当期純利益 — — 48,579 — — 48,579
有価証券未実現利益減少額 — — — (251) — (251)
為替換算調整額 — — — (28,615) — (28,615)
最小年金負債調整額 — — — (16,423) — (16,423)
デリバティブ未実現損益変動額 — — — (65) — (65)

包括利益 3,225
自己株式取得 — — — — (4,293) (4,293)
現金配当金 — — (12,846) — — (12,846)
海外子会社決算期変更影響額 — — (782) (2,756) — (3,538)

2003年3月31日現在残高 ¥  40,363 ¥  68,135 ¥  1,653,221 ¥  (76,243) ¥ (4,865) ¥  1,680,611

（単位：千米ドル）（注）

2002年3月31日現在残高 $336,358 $567,792 $13,485,583 $(234,441) $ (4,767) $14,150,525
包括利益：
当期純利益 — — 404,825 — — 404,825
有価証券未実現利益減少額 — — — (2,092) — (2,092)
為替換算調整額 — — — (238,458) — (238,458)
最小年金負債調整額 — — — (136,858) — (136,858)
デリバティブ未実現損益変動額 — — — (542) — (542)

包括利益 26,875
自己株式取得 — — — — (35,775) (35,775)
現金配当金 — — (107,050) — — (107,050)
海外子会社決算期変更影響額 — — (6,516) (22,967) — (29,483)

2003年3月31日現在残高 $336,358 $567,792 $13,776,842 $(635,358) $(40,542) $14,005,092

注記：表示されている米ドル金額は、便宜上､2003年3月31日の為替レートである1米ドル＝120円で日本円から換算されたものです。
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富士写真フイルム株式会社及び連結子会社

3月31日に終了した事業年度

2003 2002 2001 2003

（単位：百万円） （単位：千米ドル）

営業活動によるキャッシュ・フロー
当期純利益 ¥ 48,579 ¥ 81,331 ¥117,900 $ 404,825
営業活動により増加した純キャッシュへの調整：
減価償却費 173,986 189,146 99,241 1,449,883
投資有価証券評価損 17,038 7,615 770 141,983
退職給付信託設定益 — — (56,131) —
投資有価証券交換益 — (9,018) — —
法人税等調整額 (1,737) (8,446) 11,346 (14,475)
少数株主損益 12,835 10,597 2,328 106,958
持分法による投資損益（受取配当金控除後） (944) (2,637) (2,853) (7,867)
資産及び負債の増減：
受取債権の（増加）減少 (95) 5,630 (12,872) (792)
棚卸資産の（増加）減少 12,771 24,087 (25,125) 106,425
支払債務―営業取引の増加（減少） 16,819 (45,316) (17,702) 140,158
未払法人税等及びその他負債の増加（減少） (1,149) (7,551) 24,669 (9,575)
その他 25,397 2,747 (1,117) 211,644

営業活動により増加した純キャッシュ 303,500 248,185 140,454 2,529,167

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の購入 (122,624) (158,815) (107,268) (1,021,867)
ソフトウエアの購入 (37,553) (26,443) (15,938) (312,942)
有価証券・投資有価証券の売却・満期償還 33,058 34,234 84,746 275,483
有価証券・投資有価証券の購入 (23,656) (116,104) (93,039) (197,133)
投資及び貸付金の（増加）減少 (6,361) (314) 1,537 (53,008)
事業買収の支出（買収資産に含まれる現金及び現金同等物控除後） (33,486) (26,750) (121,838) (279,050)
その他 (11,306) (556) (7,992) (94,216)

投資活動に使用した純キャッシュ (201,928) (294,748) (259,792) (1,682,733)

財務活動によるキャッシュ・フロー
長期債務による調達額 16,055 82,383 18,512 133,792
長期債務の返済額 (28,708) (36,199) (21,061) (239,234)
短期債務の減少 (29,902) (78,024) (60,497) (249,183)
親会社による配当金支払額 (12,861) (12,222) (11,578) (107,175)
少数株主への配当金支払額 (4,579) (1,396) (386) (38,158)
自己株式の売却及び取得（純額） (4,257) (416) (92) (35,475)

財務活動により減少した純キャッシュ (64,252) (45,874) (75,102) (535,433)

為替変動による現金及び現金同等物への影響 (4,780) 8,072 3,925 (39,834)

現金及び現金同等物純増加（減少） 32,540 (84,365) (190,515) 271,167
海外子会社の決算期変更による現金及び現金同等物の減少 (4,311) — — (35,925)
現金及び現金同等物期首残高 381,901 466,266 656,781 3,182,508

現金及び現金同等物期末残高 ¥410,130 ¥381,901 ¥466,266 $3,417,750

補足情報
支払額：
利息 ¥ 9,353 ¥ 11,283 ¥ 10,694 $ 77,942
法人税等 73,621 98,764 55,619 613,508

注記：表示されている米ドル金額は、便宜上､2003年3月31日の為替レートである1米ドル＝120円で日本円から換算されたものです。

（注）
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富士写真光機株式会社
〒331-9624 埼玉県さいたま市北区植竹町1-324
Tel：（048）668-2111

富士フイルムマイクロデバイス株式会社
〒981-3493 宮城県黒川郡大和町松坂平1-6
Tel：（022）347-1111

富士フイルムフォトニックス株式会社
〒981-3492 宮城県黒川郡大和町松坂平1-6
Tel：（022）347-1311

富士フイルムアクシア株式会社
〒150-0002 東京都渋谷区渋谷2-17-5

シオノギ渋谷ビル10F
Tel：（03）5466-5551

富士フイルムバッテリー株式会社
〒150-0043 東京都渋谷区道玄坂1-10-8

渋谷野村ビル4F
Tel：（03）3462-1188

富士機器工業株式会社
〒250-0111 神奈川県南足柄市竹松1250
Tel：（0465）74-2121

フジカラー販売株式会社 注1

〒150-0043 東京都渋谷区道玄坂1-10-8
渋谷野村ビル　

Tel：（03）3477-2111

株式会社フジカラーサービス 注1

〒107-0052 東京都港区赤坂1-6-19
赤坂グリーンビル　

Tel：（03）5571-5311

ジャスフォート株式会社
〒261-7123 千葉県千葉市美浜区中瀬2-6

WBGマリブウエスト23F
Tel：（043）297-1001

株式会社富士フイルムテクノサービス 注2

〒105-0022 東京都港区海岸1-9-15
Tel：（03）3431-7165

富士フイルムアーチ株式会社
〒150-0001 東京都渋谷区神宮前6-19-20

第15荒井ビル7F
Tel：（03）3406-6914

富士フイルムグラフィックシステムズ株式会社 注3

〒104-8186 東京都中央区銀座7-10-5
Tel：（03）3572-8071

富士フイルムメディカル株式会社
〒104-0061 東京都中央区銀座7-13-8

第2丸高ビル　　
Tel：（03）3545-3311

富士フイルムメディカル西日本株式会社
〒565-0083 大阪府豊中市新千里西町1-2-14

三井海上千里ビル　　
Tel：（06）6872-0041

千代田メディカル株式会社
〒103-0028 東京都中央区八重洲1-5-3
Tel：（03）3273-1601

富士フイルムビジネスサプライ株式会社
〒104-0061 東京都中央区銀座2-2-2

新西銀座ビル5F
Tel：（03）3564-1006

富士フイルムロジスティックス株式会社
〒153-0051 東京都目黒区上目黒2-1-1

中目黒ゲートタウンタワー　　
Tel：（03）5794-0600

富士フイルムコンピューターシステム株式会社
〒107-0062 東京都港区南青山7-8-1

小田急南青山ビル2F
Tel：（03）5469-8300

富士ゼロックス株式会社
〒107-0052 東京都港区赤坂2-17-22

赤坂ツインタワー東館　　
Tel：（03）3585-3211

鈴鹿富士ゼロックス株式会社
〒519-0323 三重県鈴鹿市伊船町1900
Tel：（0593）71-8888

新潟富士ゼロックス製造株式会社
〒945-1398 新潟県柏崎市安田田尻工業団地7546番
Tel：（0257）22-1111

富士ゼロックスオフィスサプライ株式会社
〒101-8314 東京都千代田区神田駿河台2-5-12
Tel：（03）3295-6381

富士ゼロックス情報システム株式会社
〒150-0031 東京都渋谷区桜丘町9-8

KN渋谷3ビル　　
Tel：（03）5458-7811

富士ゼロックスキャリアネット株式会社
〒107-0052 東京都港区赤坂3-21-20

赤坂ロングビーチビル　　
Tel：（03）3582-2234

富士ゼロックスプリンティングシステムズ株式会社 注4

〒164-0012 東京都中野区本町2-46-1
中野坂上サンブライトツインビル24F

Tel：（03）3370-6811

注記：1. フジカラー販売（株）と（株）フジカラーサービスは2003年10月1日に合併し、新会社（株）フジカラーイメージングサービスへの商号変更を予定しております。新会社予定地は「東
京都港区南麻布5-2-32 興和広尾ビル」となります。

2. 富士マグネディスク（株）と（株）富士サービスは2003年7月1日に合併し、新会社（株）富士フイルムテクノサービスとなっております。
3. 富士フイルムグラフィックシステムズ（株）は2003年4月1日に発足いたしました。
4. 2003年4月に設立した富士ゼロックスプリンティングシステムズ（株）の傘下に、販売会社として旧富士ゼロックスプリンティングシステムズ（株）の商号を変更した富士ゼロックス
プリンティングシステムズ販売（株）と、開発・製造会社である新潟富士ゼロックス製造（株）を統合しております。
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富士写真光機株式会社
水戸富士光機株式会社
佐野富士光機株式会社
岡谷富士光機株式会社
フジノン東芝ＥＳシステム株式会社
富士フイルムマイクロデバイス株式会社
富士フイルムフォトニックス株式会社
富士フイルムアクシア株式会社
富士フイルムバッテリー株式会社
富士機器工業株式会社
フジカラー販売株式会社
株式会社フジカラーサービス
ジャスフォート株式会社
富士マグネディスク株式会社
富士フイルムアーチ株式会社
富士フイルムメディカル株式会社
富士フイルムメディカル西日本株式会社
千代田メディカル株式会社
富士フイルムビジネスサプライ株式会社
富士フイルムロジスティックス株式会社注

富士フイルムコンピューターシステム株式会社

富士ゼロックス株式会社
鈴鹿富士ゼロックス株式会社
新潟富士ゼロックス製造株式会社
富士ゼロックスオフィスサプライ株式会社
富士ゼロックス流通株式会社注

富士ゼロックス情報システム株式会社
富士ゼロックスエンジニアリング株式会社
富士ゼロックスキャリアネット株式会社
富士ゼロックスシステムサービス株式会社
株式会社富士ゼロックス総合教育研究所
富士ゼロックスゼネラルビジネス株式会社
富士ゼロックスプリンティングシステムズ株式会社

FUJIFILM America, Inc.
Fuji Photo Film, Inc.
Fuji Photo Film U.S.A., Inc.
Enovation Graphic Systems, Inc.
Fuji Photo Film Hawaii, Inc.
Fuji Hunt Photographic Chemicals, Inc.
Fujicolor Processing, Inc.
FUJIFILM Microdisks U.S.A., Inc.
FUJIFILM Medical Systems U.S.A., Inc.
Fuji Photo Film Finance U.S.A., Inc.
Fuji Photo Film Canada Inc.
Black Photo Corporation
Fuji Graphic Systems Canada Inc.

FX Global Inc.
FX Palo Alto Laboratory, Inc.

Fuji Photo Film do Brasil Ltda.

Fuji Photo Film B.V.
Fuji Photo Film Finance (Netherlands) B.V.
Fuji Magnetics GmbH
Fuji Photo Film (Europe) GmbH
Eurocolor Photofinishing GmbH & Co. KG
Fuji Photo Film Holdings (U.K.) Ltd.
Fuji Photo Film (U.K.) Ltd.
FUJIFILM Electronic Imaging Ltd.
Fuji Photo Film Holdings (France) S.A.S.
FUJIFILM France S.A.S.
Laboratoires FUJIFILM S.A.
Fuji Graphic Systems France S.A.S.
FUJIFILM España, S.A.
FUJIFILM Medical Systems Benelux N.V.
Fuji Hunt Photographic Chemicals, N.V.

FUJIFILM Regional Services (Singapore) Pte Ltd
Fuji Photo Film (Singapore) Pte Ltd
Fuji Hunt Photographic Chemicals, Pte. Ltd.
Fuji Photo Film (Malaysia) Sdn. Bhd.
Fuji Photo Film (China) Investment Co., Ltd.
FUJIFILM Imaging Systems (Suzhou) Co., Ltd.
FUJIFILM Imaging Devices (Suzhou) Co., Ltd.
FUJIFILM Digital Imaging Products (Suzhou) Co., Ltd.
FUJIFILM STARLIGHT Co., Ltd.
Hong Kong Fuji Photo Logistics Limited
Fuji Photo Film (Thailand) Ltd.

Fuji Xerox (China) Limited
Fuji Xerox Korea Co., Ltd.
Taiwan Fuji Xerox Corp.
Fuji Xerox Australia Pty Ltd.
Fuji Xerox New Zealand Ltd.
Fuji Xerox Asia Pacific Pte Ltd.
Fuji Xerox of Shenzhen Ltd.

（2003年3月31日現在）

注記：富士フイルムロジスティックス（株）と富士ゼロックス流通（株）は、2003年4月1日に合併し、富士フイルムロジスティックス（株）となっております。
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このアニュアルレポートは、再生紙に当社印刷システム製品を使用して印刷しています。

上場証券取引所：
東京、大阪、名古屋

名義書換代理人：
UFJ信託銀行株式会社
〒100-0005 東京都千代田区丸の内一丁目4番3号

外部監査人：
Ernst & Young

株式所有者分布：
（2003年3月31日現在）

所有株式数
株主数 （単位：千株） ％

金融機関 260 240,706 46.8
証券会社 45 1,803 0.3
その他法人 646 19,834 3.9
個人・その他 25,372 45,004 8.7
政府・地方公共団体 1 3 0.0
外国法人等 829 207,276 40.3

計 27,153 514,626 100.0

富士写真フイルム株式会社
〒106-8620 東京都港区西麻布二丁目26番30号
Tel:（03）3406-2111

URL: http://www.fujifilm.co.jp/ （日本語）
http://home.fujifilm.com/ （英語）

設立：1934年1月20日

資本金：40,363,373,192円（2003年3月31日現在）

決算期：3月31日

支社・営業所：
大阪支社
〒541-0051 大阪市中央区備後町3-5-11
Tel：（06）6205-6310

札幌営業所
〒060-0002 札幌市中央区北2条西4-2 札幌三井ビル3F
Tel：（011）241-7161

仙台営業所
〒980-0811 仙台市青葉区一番町4-6-1

仙台第一生命タワービル7F
Tel：（022）265-2148

名古屋営業所
〒460-0008 名古屋市中区栄2-10-19

名古屋商工会議所ビル11F 
Tel：（052）203-5251

広島営業所
〒732-0816 広島市南区比治山本町16-35

広島産業文化センター11F
Tel：（082）256-3211

福岡営業所
〒812-0018 福岡市博多区住吉3-1-1
Tel：（092）281-0291

国内生産拠点：
足柄工場
〒250-0193 神奈川県南足柄市中沼210
Tel：（0465）74-1111

小田原工場
〒250-0001 神奈川県小田原市扇町2-12-1
Tel：（0465）32-2111

富士宮工場
〒418-8666 静岡県富士宮市大中里200
Tel：（0544）26-7111

吉田南工場
〒421-0396 静岡県榛原郡吉田町川尻4000
Tel：（0548）32-3111

1998 1999 2000 2001 2002 2003

（円）

株価の推移
（東京証券取引所）
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